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１．
本モジュールの目的は、効果的な海外税務調査実施のための実践的指針を、権限ある当局の職員、税務調査官および他の関連する税務当局スタッフに提供することである。本モジュールは、海外税務調査についてのガイドラインを現在持っていない税務当局に手引きを提供し、税務当局が実施している他の手続を置換するのではなく補完することを目指している。
２．
また、権限ある当局が、税務調査官を含む関連する税務当局スタッフに、情報交換に関する教育を行う際に、本モジュールを参照することが推奨される。同様に、海外税務調査の管理責任を負う税務当局者が、かかる活動に任命された調査官への教育を実施する際に、本モジュールを参照することが推奨される。
３.
本モジュールは情報交換に関するOECDモデル租税条約第26条へのコメンタリー
、欧州/OECD合同評議会税務についての相互執行協力に関する条約
 および 2002年情報交換に関するモデル協定
に基づいている。これらの文書は情報交換文書およびモデルに関するモジュールに含まれている。
2.
海外税務調査とは
４．
情報交換は伝統的に文書で行われてきた。文書による手続はしばしば時間がかかり、そのために、例えば国際的雇用や巡回活動が関係するケース等、税務当局側に迅速な行動が要求される場合に、それは他のコンプライアンスの方法ほど効果的ではない。
５．
さらに、税務調査の対象になっている居住者とその外国の関連者との間の事業上およびその他の関係を明確かつ詳細に理解するには、税務当局が外国で開始された調査を間近で追うことがしばしば有効となる。また、その国の法律によって納税者が一部の記録を他国に保管することが可能なために、税務調査官が帳簿や記録を自国内で調査できない場合がある
。海外税務調査はこれらの状況のすべてにおいて有益である。 

６．
海外税務調査の手続きは、税務当局が、国内法によって許される範囲で、被要請国によって実施される税務調査に授権された他国の税務当局者が参加することを許可することによって機能する。
７．
授権された外国税務当局者は、被要請国によって実施される税務調査へ「能動的」または「受動的」に参加できる。いくつかの国々では、外国税務当局者に税務調査へ受動的に参加することしか許していない。そのような場合、外国税務当局者による参加は税務調査の関連部分の様子を見守ること、および被要請国の税務当局者と直接連絡を取り合うことだけに限られる。この方式の海外税務調査では、外国税務当局者が直接に納税者または他の個人と面接することは許されないであろう。
８．
他の国々は授権された外国税務当局者に税務調査への能動的な参加を許している。こうした状況では、一部の国々は、例えば、外国税務当局者に調査中の納税者に関係する面接や記録の調査を許可するだろう。この性格の税務調査は、法律によって納税者が記録を他国に保管することが可能で、その納税者が納税者の国で帳簿や記録を提供するより税務当局者がその外国へ行って調査することに同意している場合に有益である。本モジュールではこのような状況で実施される海外税務調査に焦点を合わせる。 

９．
税務当局はまた、関係者の書面による同意により、他国の税務当局者が被要請国の領域に入り、個人に面接し、記録を調査することを許可することができる。そのような場合、被要請国は、面接および調査の一部またはすべてにおいて被要請国の代表者を同席させることができる。これらの状況において、外国税務当局者にはいかなる情報についても開示を強制する権限はない。このアプローチは、被要請国がプロセスを完全に支配することができ、しかも費用やリソ－スの心配がないことから、一部の法域で有益である。
10．
同時税務調査と同様に海外税務調査が効果的なコンプライアンスツールであることは、税務当局間での情報交換の効率、および、関連する全事業活動の包括的な調査を可能にすることから証明されている。

11.
海外税務調査はまた、税務当局が、独立にではなく、協力して同一の納税者または納税者グループに関する問題に取り組むことを可能にすることにより、納税者のコンプライアンス負担を軽減すると考えられる。そのような協力によって、重複が確実に最低限に抑えられるか、あるいは全く排除され、費用の削減と時間の節約がもたらされる。これらはすべて納税者にとっての利益となる。


12.
海外税務調査は情報要請が伴うものであり、以下のいずれかに基づいて実施される。
i）
OECDモデル租税条約（Model Tax Convention）第26条を手本としたある二国間租税条約の情報交換条項
ii）
欧州/OECD合同評議会税務についての相互執行協力に関する条約（the Joint Council of Europe/OECD Convention on Mutual Administrative Assistance in Tax Matters）の第9条
iii）
OECDの税務についての情報交換に関するモデル協定第6条またはCIATの税情報交換に関するモデル協定第6条を手本としたある税情報交換協定における規定 
iv）
共助に関するEU理事会指令77/799/EEC（理事会指令2004/56/EC93/2003で修正された）の第6条 

v）
VAT分野の執行共助に関する欧州理事会規則（1798/2003）の第11-2条。

13．
税務調査によるこのような情報交換は、要請に基づくものであれ自発的なものであれ、いずれも上記の法律文書中の規定に基づいて、権限ある当局を通じてなされる。

要請国：

14．
要請国とは、他国の税務当局が実施する税務調査にその一名または複数名の税務当局者が参加することを要請している国をいう。
被要請国：

15.
被要請国とは、要請国の一名または複数名の税務当局者が海外税務調査に参加することを許可するよう要請されている国をいう。

外国税務当局者：

16.
外国税務当局者とは、海外税務調査に参加する要請国の当局者をいう。外国税務当局者は要請国の権限ある当局
によって適切に授権または委任されている必要がある。税務当局は、税務アタッシェを利用することを考慮しても良い（そのようなポジションがある場合）。
責任当局者：

17．
責任当局者とは、外国税務当局者が参加する税務調査に責任を負う被要請国の税務当局者をいう。

海外税務調査コーディネータ：

18．
海外税務調査コーディネータとは、海外税務調査に関する全活動の調整に責任を負う税務当局者をいう。実際上、海外税務調査コーディネータは、例えば、税務当局の権限のあるチームまたは情報交換部署の上級職員である。海外税務調査コーディネータの主要な責任には、関連する税務スタッフの教育、海外税務調査の全過程における外国税務当局者との連携、海外税務調査手続の更新、税務当局の上級コンプライアンスおよび調査マネジャーへの海外税務調査のあらゆる重要な活動に関する報告、および税務当局の海外税務調査戦略の全般的な調整が含まれる。
19.
次頁の図は、海外税務調査の申請および実施の各々のステップを図示したものである。これらのステップの詳細はパラグラフ20-40で説明される。
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ステップ 1 -情報交換手続に基づく情報要請
20．
要請国は、その一名または複数名の税務当局者が海外税務調査に参加できるよう要請を行う前に、通常情報交換条項に基づく情報要請を行うべきである。情報要請を行い、同時に、特定の状況における（例えば限られた時間しかない等）海外税務調査への参加を要請するのが適切な方法と考えられる。かかる要請は、要請国の権限ある当局を通じて、また決められた手順に従って行われなければならない。この点に関しては、要請に含めるべき項目のチェックリストが、要請に基づく情報交換に関するモジュールで提供されている。
21．
潜在的な被要請国が自発的に提供した情報が発端となって、情報提供が要請され、同時に海外税務調査への参加が要請される場合もある。
ステップ 2 -海外税務調査の申請の判断
22.
被要請国から、要請された情報の入手には税務調査が必要であり、そのような調査を現在考慮しているとの通知が来る可能性がある。この段階で、要請国はその一名または複数名の授権された税務当局者による提案された海外税務調査への参加を申請すべきである。
23．
海外税務調査に参加するかどうかの判断は、海外税務調査コーディネータと協議し、以下の諸点を注意深く検討した上でなされなければならない。
· 要請国は、外国での税務調査が内国税に関する事案のタイムリーな解決に十分貢献することを確信しているか。

· 他の方法で当該事案を効率的かつ適切に解決できないか。
· 事案はどれぐらいの重要性、重大性を持っているか。重要でない事案で要請を行うべきではない。しかし、関連する税額だけが重要でないかどうかの判断において考慮されるべき要因ではないことに注意すべきである。他の要因には、例えば、コンプライアンスリスクの程度（例えば同類の事案がいくつかある等）、納税者が濫用的租税回避スキームに関与しているかどうかの評価、他の国内事案の解決を助ける可能性等が含まれる。
· 海外税務調査への参加を任命された当局者の出費をまかなう十分なリソースが要請国の税務当局にあるかどうか。
· 要請国の税務当局は海外税務調査に関する被要請国のポリシーを知っているか。

· 被要請国における納税者の記録の法定最低保存期間は何年か。
24．
海外税務調査の申請を行う前に以下の点についても考慮する必要がある。
· 外国税務当局者の参加の承認・拒否の判断は、調査を要請された国の権限ある当局の単独の判断による。

· 一部の国では、外国税務当局者（一名または複数名）の参加は、その国の主権を侵害するもの、あるいはポリシーまたは手続に反するものとみなされる。
· 一部の国では、外国税務当局者の参加は関連する納税者が反対しない場合に限り認められる。
· 一部の国では、外国税務当局者に税務調査へ受動的に参加することだけ許可している（パラグラフ 7参照）。

· 一部の国では、その国の法律および慣行に厳密に従って税務調査が行われることを条件として、その領土に外国税務当局者がいることを承認可能と考えるかもしれない。

· 税務調査の適切な部分にのみ要請国の外国税務当局者が参加すること。被要請国の税務当局は、税務調査の実施に関し単独の権限を持つのであるから、この要件が満たされることを保証すべきである。
ステップ 3 -被要請国による海外税務調査の申請
25．
海外税務調査に参加を申請することに決めた場合、要請国の権限ある当局は、書面による要請を作成し、被要請国の権限ある当局にできる限り早く送付するものとする。
26.
以下の情報をできる限り完全に提供することが要請国の利益となる。
· 申請理由と動機
 

· 税務当局者が実際に海外に行くことが不可欠と考える特別な理由
· 授権された職員の名前および授権を証する文書
· 妥当な場合、調査を要請する特定の問題についての詳細
· 妥当な場合、税務調査の好ましいタイミングについての詳細 

· 事案に当てはまるその他の詳細
ステップ 4 -海外税務調査の申請に対する承認/拒否の判断 

27.
前述のように、外国税務当局者の参加の承認・拒否の判断は、調査を要請された国の権限ある当局の単独の判断による。この判断は海外税務調査コーディネータと協議し、以下の事項を注意深く考慮した上でなされなければならない。
· 外国税務当局者が指定税務調査へ参加することは国内の政策または手続に反するか。
· 要請国は被要請国の立場になった場合に報いることができるか。

· 外国税務当局者が指定税務調査へ参加することは主権の侵害とみなされるか。

· 十分な情報を得た上での決定を行う上に足る情報が要請に含まれているか。

· 十分な情報を得た上での決定を行うためにどのような追加情報が必要か。

· 外国税務当局者が指定税務調査へ参加することは必要か。

ステップ 5 -被要請国が手続および日程を要請国に通知する
28.
要請が承認された場合、被要請国の権限ある当局は、できる限り早く要請国の権限ある当局に以下の事項について通知を行うものとする。
· 調査時期および場所
· 関連する日程上の調整
· 調査の実施に任命された専門家または職員（例えば名前、役職、連絡先の詳細）

· 被要請国が要求する調査実施の手続と条件 

ステップ 6 -要請国の当局者が海外税務調査に参加する
29.
外国税務当局者は、被要請国の責任当局者により定められた手続と条件に従って、またそれらが許す範囲で、海外税務調査に参加しなければならない。厳密な意味で権利の行使に関して、外国税務当局者の側にいかなる疑問もあってはならない。
30.
被要請国の責任当局者は、当該税務調査における外国税務当局者の参加の程度を決めることができる。例えば、外国税務当局者は能動的な参加を許されるかもしれないし（例えば納税者との面接で質問を示唆する等）、受動的な役割に制限されるかもしれない（例えば税務調査に単に同席する等）。しかし、外国税務当局者はすべての状況で、関連する情報交換条項の守秘義務規定によって縛られている。
ステップ 7 -最終報告書の作成および配布
31.
海外税務調査の終わりに、外国税務当局者は達成結果の要約およびこれらの結果を達成するために実施した手続の評価を含む包括的な報告書を作成しなければならない。
32.
透明性、プログラムの改善の可能性、およびタイムリーなフィードバックの提供のために、この報告書は権限ある当局を介して海外税務調査の他の参加国との間で交換されるべきである。 

33.
外国税務当局者の管理者はまた、潜在的なコンプライアンス強化の機会に対し注意を喚起するため、海外税務調査コーディネータと税務当局内の調査/コンプライアンスのリーダーに報告書の写しを提供しなければならない。
34.
最終報告書は以下の形式を取るものとする。
概要
35.
このセクションでは、概要と国内で調査が行われ海外税務調査の下にある納税者（または納税者グループ）の範囲を示す。
· 納税者の簡単な説明
· さまざまな国における事業体の数
· 調査対象の納税者の数、誰が調査しているか
· 海外税務調査に参加する外国税務当局者の数
· 達成された成果の要約（定性的、定量的）

· 達成成果の一部が海外税務調査手続に直接帰せられるかどうかに関する説明（海外税務調査手続に直接帰せられるとする理由を含む）

所見
36.
納税者が海外税務調査の実施をどのようなものと認識したかについて報告することも重要である。このために、報告書は以下の事柄についても触れるべきである。
· 税務調査の実施過程で納税者に対応していく上での問題または困難
· 海外税務調査を受けた納税者のコメントおよびその他の反応
37.
税務当局による協力分野の開発を支援し海外税務調査の実施手続を改善するために、外国税務当局者が以下の点について個人的な意見を述べることが重要である。
· 全体的な参加国間の協力水準
· 参加国間で交換された情報の質および適時性
· 同時税務調査手続が十分に機能しなかった分野
· 改善提案
ステップ 8 -海外税務調査の見直しおよび改善措置の実施
38.
継続的な改善サイクルの一環として、税務コンプライアンスのリーダーは、最終報告書に含まれている推奨に基づき、また海外税務調査コーディネータおよび他のコンプライアンス職員と協議した上で、海外税務調査コンプライアンス手続およびプログラムの改善に努めなければならない。
39.
税務当局の海外税務調査手続および/またはプログラムへの重大な変更は、できる限り早く租税条約相手国の権限ある当局に通知されねばならない。
40.
海外税務調査手続および/またはプログラムに関する教材/コースを改訂してこれらの変更を反映させなければならない。






























ステップ 7 – 最終報告書の作成および配布
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ステップ 6 – 要請国の当局者が海外税務調査に参加する





ステップ 4 -海外税務調査への参加申請に対する承認/拒否を被要請国が判断する





ステップ 2 –潜在的な被要請国による海外税務調査に参加を申請するかどうか判断する





ステップ 1、2および3 - 要請国が情報交換条項に基づき情報提供の要請、海外税務調査への参加申請を行う





ステップ 1 –要請国が情報交換条項に基づく情報要請を行う





ステップ 1 –潜在的な被要請国から情報が自発的に提供される





ステップ 8 -海外税務調査の見直しおよび改善措置の実施
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ステップ 3 –被要請国による海外税務調査への参加申請
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プログラムの全般的な調整








� パラグラフ 9参照。


� 第 9条参照。


� 第 6条参照。


� たとえば、税務当局者が他の法域を訪れて帳簿および記録を調査する権利を与えられるときに限り、国は、その納税者に帳簿および記録を他の法域に保存することを許可するかもしれない。


� 関連する協定に規定されている。


� この情報の大半は関連する情報交換条項に基づいて当初の情報要請で提供されていることに注意することが重要である。 
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